
 

 

様式第１（補助事業申込書）                                                  

  年    月    日  

  独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

   理  事 長          殿  

 

                        申  込  者   郵便番号 

                    住   所  

                                       (ふりがな) 

                                    氏   名                           印  

                                        電話番号 

                            手続代行者 郵便番号 

                    住   所  

                                        会 社 名 

                                        代表者等名                         印  

 

    平成   年度住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進補助事業 

（ 住 宅 に 係 る も の ） 申 込 書 

 

   

住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 住 宅 に 係 る も の ） 交 付 

規 程 第 ５ 条 第 ３ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 下 記 の と お り 経 済 産 業 省 か ら の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ 

ネルギーシステム導入促進事業費補助金（先導的システム支援事業）交付要綱第３条に基づく 

国庫補助金に係る補助事業の申込みをします。 

 

                                       記  

 

１．住宅の所在地（新築・増築・改築・既築）                                       

  住  所  

２．工事期間等                                                                   

  工 事 着 工 予 定 日   平 成   年   月   日  

  工 事 完 了 予 定 日   平 成   年   月   日  

３．導入する住宅高効率エネルギーシステム                                   

 モ デ ル 区 分  Ａ１・Ａ４・Ａ１０・Ａ１４・Ａ１５・Ａ２２・Ａ２７・Ａ２８・Ｄ１・Ｄ２・Ｄ３・Ｄ４ 

 シ ス テ ム 番 号      －   －                    （定型システムの場合のみ記入）

４．住宅の概要                                        

  地 域 区 分 Ⅰa  Ⅰb  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳa  Ⅳb  Ⅴ  Ⅵ 

 延 べ 床 面 積             ｍ
２

 

  床  面  積   １Ｆ      ｍ
２

、２Ｆ      ｍ
２

、３Ｆ      ｍ
２

、４Ｆ      ｍ
２

 

（注）新築・増築・改築住宅は、「住宅に係るｴﾈﾙｷﾞｰの使用の合理化に関する建築主等及び建築物の所有者の判断

基準（平成18年経済産業省・国土交通省告示第3号）に準じた性能を満たすものであること。 

５．補助金交付申請予定額               円（対象費用の１／３） 

（手続代行者連絡先）                                                             

  担  当  者                          （ E-mail:                                  ）

  所    属  

  住 所  

  電 話 番 号 

ＦＡＸ番号  
 

（添付書類）独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が公募要領で指定する書類を添付すること  
（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業

費補助金は、経済産業省が定めた住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金（先導的シ

ステム支援事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金を住宅・建築物に係る高効率エネルギーシステムを住

宅・建築物に導入しようとする方に交付するものです。 



 

 

予約者番号          
様式第２（工事着工届出書） 
  
                                                                             年 月 日 
 
 
 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
  理 事 長         殿 
 
 

予 約 者 郵 便 番 号               
住   所                
氏   名                     印     
電 話 番 号                    

 
手続代行者 住   所                     

会 社 名                     
代表者等名                    印     

 
 
     平成  年度住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進補助事業 
     （住宅に係るもの）工事着工計画届出書 
 
  住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金（住宅に係るもの）交付規程第７条第１項の規
定に基づき、下記のとおり経済産業省からの住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金（先
導的システム支援事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る工事着工届出書を提出します。 
 

記 
 
１．工事着工（予定）日        平成  年  月  日  
 
２．工事完了予定日            平成  年  月  日 
 
３．建設住宅性能評価申請（予定）日  平成  年  月  日（新築のみ） 
 
（手続代行者連絡先） 

 担 当 者                       （ E-mail:                                  ）

 所 属  

 住 所  

 電 話 番 号 

ＦＡＸ番号   

 
（添付書類） 
  （１）工事請負契約書の写（コピー） 
  （２）工程表の写（コピー）  
  
 
（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補
助金は、経済産業省が定めた住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金（先導的システム支
援事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金を住宅・建築物に係る高効率エネルギーシステムを住宅・建築物に
導入しようとする方に交付するものです。 

 



                                                                  

予 約 者 番 号          

様 式 第 ３ （ 計 画 変 更 承 認 申 請 書 ）  

 

                                                                      年  月  日  

 

 独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構  

  理  事  長          殿  

 

予  約  者  郵  便  番  号                 

住    所                       

氏    名                 印      

電  話  番  号                      

 

手 続 代 行 者  住    所                       

会  社  名                       

代 表 者 等 名                  印      

 

 

   平 成   年 度 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 補 助 事 業  

   （ 住 宅 に 係 る も の ） 計 画 変 更 承 認 申 請 書  

 

  住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 住 宅 に 係 る も の ）交 付

規 程 第 ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 下 記 の と お り 経 済 産 業 省 か ら の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効率 エ

ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３ 条に 基

づ く 国 庫 補 助 金 に 係 る 計 画 変 更 の 承 認 を 申 請 し ま す 。  

 

                                       記  

 

１ ． 補 助 金 交 付 申 請 予 定 額 の 変 更  

         申   込   時   の   額           変   更   後   の   額  

                        円                                   円  

  （ 注 ） 但 し 、 申 込 時 の 額 を 上 回 る も の は 認 め ら れ ま せ ん 。  

 

２ ． 工 事 内 容 の 変 更  

      申  込  時  の  工  事  内  容       変  更  後  の  工  事  内  容  
 

 

３ ． 変 更 の 理 由  

 

 

（ 手 続 代 行 者 連 絡 先 ）  

 担  当  者   
 所    属   
 電 話 番 号   
 Ｆ  Ａ  Ｘ   

（ 添 付 書 類 ）  

  （ １ ） 様 式 第 １ （ 変 更 後 の 内 容 を 記 載 し た も の を 再 提 出 ）  

  （ ２ ） 様 式 第 １ の 添 付 書 類 （ 変 更 の あ る も の ）  

 

（備 考 ）用 紙 は日 本 工業 規 格Ａ ４ とし 、 縦位 置 とす る 。  
 
独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構 の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ーシ ス

テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 は 、 経 済 産 業 省 が 定 め た 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シス テ

ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３ 条 に 基 づ く 国 庫 補助 金

を 住 宅 ・ 建 築 物 に 係 る 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム を 住 宅 ・ 建 築 物 に 導 入 し よ う と す る方 に

交 付 す る も の で す 。                                                        



 

 

様 式 第 ４ （ 事 故 報 告 書 ）  

 

                                                                      年  月  日  

 

 独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構  

  理  事  長          殿  

 

予  約  者  郵  便  番  号           

住    所           

氏    名         印  

電  話  番  号           

 

手 続 代 行 者  住    所           

会  社  名           

代 表 者 等 名         印  

 

 

   平 成   年 度 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 補 助 事 業  

   （ 住 宅 に 係 る も の ） 事 故 報 告 書  

 

  住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 住 宅 に 係 る も の ）交 付

規 程 第 １ ０ 条 の 規 定 に 基 づ き 、 下 記 の と お り 経 済 産 業 省 か ら の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エネ ル

ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３ 条 に 基づ く

国 庫 補 助 金 に 係 る 補 助 事 業 の 事 故 に つ い て 報 告 し ま す 。  

 

                                       記  

 

１ ． 事 故 の 原 因 及 び 内 容  

 

 

２ ． 事 故 に 対 し て と っ た 措 置  

 

 

３ ． 事 故 が 工 事 に 及 ぼ す 影 響  

 

 

４ ． 工 事 の 遂 行 及 び 完 了 予 定  

 

 

（ 手 続 代 行 者 連 絡 先 ）  

 担  当  者   
 所    属   
 電 話 番 号   
 Ｆ  Ａ  Ｘ    

 

（備 考 ）用 紙 は日 本 工業 規 格Ａ ４ とし 、 縦位 置 とす る 。  

 

独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構 の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ーシ ス

テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 は 、 経 済 産 業 省 が 定 め た 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シス テ

ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３ 条 に 基 づ く 国 庫 補助 金

を 住 宅 ・ 建 築 物 に 係 る 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム を 住 宅 ・ 建 築 物 に 導 入 し よ う と す る方 に

交 付 す る も の で す 。  

                                                                   



                                 予 約 者 番 号          

様 式 第 ５ （ 補 助 事 業 申 込 取 下 承 認 申 請 書 ）  

 

                                                                      年  月  日  

 

 

 独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構  

  理  事  長          殿  

 

 

予  約  者  郵  便  番  号                      

住    所                       

氏    名                 印      

電  話  番  号                      

 

手 続 代 行 者  住    所                       

会  社  名                       

代 表 者 等 名                 印      

 

 

   平 成   年 度 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 補 助 事 業  

   （ 住 宅 に 係 る も の ） 補 助 事 業 申 込 取 下 承 認 申 請 書  

 

  住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 住 宅 に 係 る も の ）交 付

規 程 第 １ １ 条 の 規 定 に 基 づ き 、 下 記 の と お り 経 済 産 業 省 か ら の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エネ ル

ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３ 条 に 基づ く

国 庫 補 助 金 に 係 る 補 助 事 業 の 申 し 込 み 取 下 げ の 承 認 を 申 請 し ま す 。  

 

                                       記  

 

１ ． 補 助 金 交 付 申 請 予 定 額             円  

 

 

２ ． 取 り 下 げ の 理 由  

 

 

 

 

 
 

（ 手 続 代 行 者 連 絡 先 ）  

 担  当  者   

 所    属   

 電 話 番 号   

 Ｆ  Ａ  Ｘ   
 

（備 考 ）用 紙 は日 本 工業 規 格Ａ ４ とし 、 縦位 置 とす る 。  

 

独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構 の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ーシ ス

テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 は 、 経 済 産 業 省 が 定 め た 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シス テ

ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３ 条 に 基 づ く 国 庫 補助 金

を 住 宅 ・ 建 築 物 に 係 る 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム を 住 宅 ・ 建 築 物 に 導 入 し よ う と す る方 に

交 付 す る も の で す 。  



予約者番号           

様式第６ 補助金交付申請書 

         兼工事完了報告書 

                                                                               年  月  日 

 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

  理 事 長         殿 

              予 約 者 郵 便 番 号                          

 住   所                              

氏   名                             印     

電 話 番 号                         

 

               手続代行者 住   所                          

会 社 名                           

代表者等名                           印     

 

平成  年度住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進補助事業 

（住宅に係るもの）補助金交付申請書（兼工事完了報告書） 

 

  住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金（住宅に係るもの）交付規程第１２条第１項の規定に基づ

き、下記のとおり経済産業省からの住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金（先導的システム支援事

業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る補助事業の工事の完了を報告するとともに補助金の交付を申請します。 

 

記 

 

１．工事完了日     平成  年  月  日 

 

２．補助金交付申請額            円 

 

３．補助金の振込先 

金 融 機 関 支  店 預金種類 口 座 番 号 
口 座 名 義 

（予約者本人） 
【ﾌﾘｶﾞﾅ】 

 
【ﾌﾘｶﾞﾅ】 

 普 通 

 
貯 蓄 

 
当 座 

【ﾌﾘｶﾞﾅ】 

【金融機関名】 

 

【支店名】 

 【氏名】 

 
【銀行コード】 

 

【支店コード】 

 

 
（手続代行者連絡先） 

  担 当 者                        （ E-mail:                                  ）

  所 属  

  住 所  

  電 話 番 号 

ＦＡＸ番号  
 

（添付書類） 

  （１）費用総括書・費用明細書 

  （２）領収書の写 

  （３）部位ごとの写真（施工前、施工後及び品番の写真） 

  （４）印鑑証明書 

  （５）住民票（居住者全員分） 

 （６）建設住宅性能評価書の写（コピー） 

 （７）補助金の振込口座の通帳の写（コピー） 

（８）システム導入前のエネルギー使用状況報告書  

 （９）提出書類チェックリスト 

 

（備考）用紙は日本工業規格Ａ４とし、縦位置とする。 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金は、経

済産業省が定めた住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金（先導的システム支援事業）交付要綱第３

条に基づく国庫補助金を住宅・建築物に係る高効率エネルギーシステムを住宅・建築物に導入しようとする方に交付するも

のです。 



                                                                  

様 式 第 ７ （ 交 付 決 定 通 知 書 ）              予 約 者 番 号           

          

                                                                     

                                                                      年  月  日  

 

 

 申  請  者  氏  名          あ て  

 

 

独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構  

理  事  長  名         印  

 

 

   平 成   年 度 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 補 助 事 業  

   （ 住 宅 に 係 る も の ） 補 助 金 交 付 決 定 通 知 書  

 

  平 成  年  月  日 付 け を も っ て 申 請 が あ っ た 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テム 導

入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 住 宅 に 係 る も の ） 交 付 規 程 第 １ ２ 条 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 下記 の

と お り 交 経 済 産 業 省 か ら の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補助 金

（ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３ 条 に 基 づ く 国 庫 補 助 金 を 付 す る こ と に 決 定し た

の で 通 知 し ま す 。  

 

                                       記  

 

１ ． 補 助 金 の 対 象 と な る 工 事 の 内 容 は 、 補 助 金 交 付 申 請 書 （ 兼 工 事 完 了 報 告 書 ） に 記載 さ  

  れ た と お り と す る 。  

 

 

２ ． 補 助 金 交 付 予 定 額             円 （ 対 象 費 用 の １ ／ ３ 以 内 ）  

 

 

３ ． 機 構 は 、 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 住 宅 に係 る

 も の ） 交 付 規 程 第 １ ３ 条 の 規 定 に 基 づ き 、 提 出 さ れ た 補 助 金 交 付 申 請 書 （ 兼 工 事 完了 報

 告 書 ） の 内 容 の 審 査 及 び 必 要 に 応 じ て 現 地 調 査 を 実 施 し 、 交 付 す べ き 補 助 金 の 額 を確 定

 し 、 通 知 す る 。  

 

 

４ ．補 助 事 業 者 は 、補 助 金 等 に 係 る 予 算 の 執 行 の 適 正 化 に 関 す る 法 律（ 昭 和 30 年 法 律 第 1

79 号 。以 下「 適 正 化 法 」と い う 。）、補 助 金 等 に 係 る 予 算 の 執 行 の 適 正 化 に 関 す る 法 律

施 行 令（ 昭 和 30 年 政 令 第 255 号 ）及 び 交 付 規 程 の 定 め る と こ ろ に 従 わ な け れ ば な ら な い 。  
な お 、こ れ ら の 規 定 に 違 反 す る 行 為 が な さ れ た 場 合 、次 の 措 置 が 講 じ ら れ 得 る こ とに

留 意 す る こ と 。  

（ １ ） 適 正 化 法 第 17 条 の 規 定 に よ る 交 付 決 定 の 取 消 し 、 第 18 条 の 規 定 に よ る 補 助 金 等 の

   返 還 及 び 第 19 条 第 1 項 の 規 定 に よ る 加 算 金 の 納 付 。  

（ ２ ） 適 正 化 法 第 29 条 か ら 第 32 条 ま で の 規 定 に よ る 罰 則 。  

（ ３ ） 相 当 の 期 間 補 助 金 等 の 全 部 又 は 一 部 の 交 付 決 定 を 行 わ な い こ と 。  

（ ４ ） 機 構 の 所 管 す る 契 約 に つ い て 、 一 定 期 間 指 名 等 の 対 象 外 と す る こ と 。  

（ ５ ） 補 助 事 業 者 等 の 名 称 及 び 不 正 内 容 の 公 表 。  

 

 

５ ． そ の 他 、 機 構 の 付 し た 条 件 を 遵 守 し な け れ ば な ら な い 。  

 

独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構 の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ーシ ス

テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 は 、 経 済 産 業 省 が 定 め た 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シス テ

ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３ 条 に 基 づ く 国 庫 補助 金

を 住 宅 ・ 建 築 物 に 係 る 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム を 住 宅 ・ 建 築 物 に 導 入 し よ う と す る方 に

交 付 す る も の で す 。



                                                                  

様 式 第 ８ （ 定 期 報 告 停 止 承 認 申 請 書 ）          予 約 者 番 号           

 

                                                                      年  月  日  

 

 

 独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構  

  理  事  長         殿  

 

 

補 助 事 業 者  郵  便  番  号           

                                      住    所           

                                          氏    名             印  

電  話  番  号           

 

 

   平 成   年 度 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 補 助 事 業  

   （ 住 宅 に 係 る も の ） 定 期 報 告 停 止 承 認 申 請 書  

 

 

  住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 住 宅 に 係 る も の ）交 付

規 程 第 １ ６ 条 の 規 定 に 基 づ き 、 下 記 の と お り 経 済 産 業 省 か ら の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エネ ル

ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３ 条 に 基づ く

国 庫 補 助 金 に 係 る 補 助 事 業 の 定 期 報 告 停 止 の 承 認 を 申 請 し ま す 。  

 

 

                                       記  

 

 

１ ． 報 告 停 止 期 間      平 成   年   月   日 か ら  

                          平 成     年     月     日 ま で  

 

 

２ ． 報 告 停 止 の 理 由  

 

 

 

 

                         
 

 

３ ． 今 後 の 見 込 み  

 

 

 

 

                         
 

（備 考 ）用 紙 は日 本 工業 規 格Ａ ４ とし 、 縦位 置 とす る 。  

 

独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構 の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ーシ ス

テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 は 、 経 済 産 業 省 が 定 め た 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シス テ

ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３ 条 に 基 づ く 国 庫 補助 金

を 住 宅 ・ 建 築 物 に 係 る 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム を 住 宅 ・ 建 築 物 に 導 入 し よ う と す る方 に

交 付 す る も の で す 。  

 



                                                                  

様 式 第 ９ （ 処 分 承 認 申 請 書 ）              予 約 者 番 号           

 

                                                                      年  月  日  

 

 独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構  

  理  事  長          殿  

 

                             補 助 事 業 者  郵  便  番  号           

                                        住    所           

                                           氏    名             印  

                                         電  話  番  号           

 

 

   平 成   年 度 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 補 助 事 業  

   （ 住 宅 に 係 る も の ） 処 分 承 認 申 請 書  

 

  住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 住 宅 に 係 る も の ）交 付

規 程 第 ２ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 下 記 の と お り 経 済 産 業 省 か ら の 住 宅 ・ 建 築 物 高効 率

エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３条 に

基 づ く 国 庫 補 助 金 に 係 る 財 産 処 分 の 承 認 を 申 請 し ま す 。  

 

                                       記  

 

１ ． 処 分 方 法  

  売  却    譲  渡     交  換   貸  与    廃  棄  そ の 他 (具 体 的 に)

 

    そ の 他 （ 具 体 的 に ）  

 

 

 

 

                         
 

２ ． 処 分 の 時 期   平 成   年   月   日 か ら （ 平 成   年   月   日 ま で ）  

 

３ ． 処 分 の 理 由  

 

 

 

 

                         
 

４ ． 処 分 の 条 件 （ 処 分 す る こ と に よ り 収 入 が あ る 場 合 に は 、 そ の 金 額 も 記 載 す る こ と。 ）  

 

 

 

 

                         
（備 考 ）用 紙 は日 本 工業 規 格Ａ ４ とし 、 縦位 置 とす る 。  

 

独 立 行 政 法 人 新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構 の 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ーシ ス

テ ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 は 、 経 済 産 業 省 が 定 め た 住 宅 ・ 建 築 物 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シス テ

ム 導 入 促 進 事 業 費 補 助 金 （ 先 導 的 シ ス テ ム 支 援 事 業 ） 交 付 要 綱 第 ３ 条 に 基 づ く 国 庫 補助 金

を 住 宅 ・ 建 築 物 に 係 る 高 効 率 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム を 住 宅 ・ 建 築 物 に 導 入 し よ う と す る方 に

交 付 す る も の で す 。  
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